
   

 

市町村，医療機関，福祉施設における優生手術に関する個人記録の 

保有状況調査結果の概要等について 

 

Ⅰ 市町村，医療機関，福祉施設における個人相談記録等の調査について 

 

１ 調査概要及び集計結果について  

平成３０年７月１３日付けで厚生労働省から，各都道府県及び保健所設置市（仙台市）に

対し，市町村，医療機関，福祉施設における優生手術に関する個人記録の保有状況について

実態調査の依頼があり，９月２１日に回答したもの。 

 

（１）市町村の調査結果 

①調査要領・調査対象  

面談記録やケース記録等の個人記録であって優生手術が行われた（又は行われた可能性 

がある）ことが分かるもの。 

「優生手術」と明確に記載がない場合でも，記載内容から優生手術と推測される記載の 

ある個人記録は対象。法令上の根拠が不明確な優生手術に関する記録も対象。 

 

②市町村集計結果                   （単位：市町村数，人数） 

 調査対 

象数 

回答数 

ある ある可能性がある ない又はない可能性が高い 

 人数 

合計 ３４ １６ １４９ ０ １８ 

※仙台市を除く。 

※回答基準 

・｢ある」：現時点で優生手術等に関する個人記録の存在を確認している場合 

（氏名・性別・住所・生年月日等の記載の一部が欠落している記録を含む。） 

・「ある可能性がある」：現時点で優生手術等に関する個人記録の存在を把握していないがその存在

について職員や元職員の記憶又は証言がある場合 

・「ない又はない可能性が高い」：文書保存年限等により，法が母体保護法に改正される以前（平成

８年９月２５日以前）の記録を一切保存していない場合 

 

（２）医療機関，福祉施設の調査結果 

   ①調査要領・調査対象  

カルテ等の個人記録であって優生手術が行われた（又は行われた可能性がある）ことが

分かるもの。 

「優生手術」と明確に記載がない場合でも，記載内容から優生手術と推測される記載

のある個人記録は対象。法令上の根拠が不明確な優生手術に関する記録も対象。 

なお，資料の網羅的な確認を求めるものではなく，現時点において各関係機関が把握し

ている範囲内の情報について回答を求められたもの。（医療機関，福祉施設の回答は任意） 

保健福祉委員会配布資料 

平成３０年１０月１０日 

保健福祉部 



②医療機関，福祉施設集計結果                （単位：施設数，人数） 

  

調 査 

対象数 

回答数 

ある ある可能性

がある 

ない又はない 

可能性が高い 

未回答 

 人数 

医療機関 ８４９ １ ２ ０ ３１６ ５３２ 

障害者施設 ３１ １２ ２３７ １ １３ ５ 

児童福祉施設 

(障害児入所施設を除く) 

 

５ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

５ 

 

０ 

その他福祉施設 ２ １ ５６ ０ １ ０ 

合  計 ８８７ １４ ２９５ １ ３３５ ５３７ 

※回答基準は，上記（１）②と同様。 

※仙台市内の医療機関及び福祉施設については，仙台市において取りまとめを行うため，含まれない。

ただし「県立病院」，「県指定管理施設」及び「廃止された県設置施設」については，宮城県で調査・

取りまとめを行う。 

※県立病院の「こども病院」「循環器･呼吸器病センター」「精神医療センター」「がんセンター｣，県立

障害児施設の「拓桃園」については調査中のため，未回答に含まれる。 

 

２ 国調査における留意事項 

国では，集計結果については市町村名，医療機関名，福祉施設名が特定されない方法で， 

整理・公表する予定となっている。 

  

Ⅱ 県の保健福祉事務所，児童相談所等における個人相談記録等の調査について 

 

１ 調査概要 

   平成３０年４月２５日付けで厚生労働省から依頼があり，平成３０年７月２日に保健福

祉委員会で報告した「旧優生保護法に関連した資料等の保管状況等調査結果の概要につい

て」（前回調査報告）のうち，旧優生保護法に定められている資料以外のその他の資料の調

査において，各保健福祉事務所，各保健所，各児童相談所等で保管している，知的・精神・

身体障害，生活保護，婦人，母子，児童等に関する個人相談記録等の中に，優生保護に関す

る記載が見つかり，新たに旧優生保護に関する情報が確認できる可能性があったことから，

その記載内容を追加調査したもの。 

 

２ 調査対象の個人相談記録等 

  ・対象資料は，県の行政機関で保管している全ての個人相談記録等 

  人数 冊数 

本庁（保健福祉部） 683 72 

各保健福祉事務所（保健所） 26,965 13,213 

各児童相談所 1,811 1,943 

リハビリテーション支援センター等 28,548 16,597 

合 計 58,007 31,825 

・対象期間は，旧優生保護法が廃止された，平成８年度以前生まれまでの分。 



３ 調査結果 

（１）旧優生保護法（以下「旧法」という。）に基づかない個人相談記録等の中に，旧法に基

づく申請書等が，新たに１人分確認された。（既に県で把握している方との重複分を除く。） 

    これを受けて，前回調査報告については，一部修正し，改めて国へ報告する予定。 

 旧法に基づく書類で確

認した手術実施済の方 

旧法に基づく申請書等が

見つかったが，手術実施

を確認できなかった方 

合 計 

（人数） 

変更前 ９００ ４７６ １，３７６ 

変更後 ９００ ４７７ １，３７７ 

 

（２）旧法に基づかない個人相談記録等の中に，旧法に関連する記載が，新たに４０２人分確

認された。（既に県で把握している方との重複分を除く。） 

・記載内容別内訳                    （人数） 

①手術実施済 ②優生手術適 ③優生手術相談等 ④未実施等 合 計 

１３７ ３８ １３７ ９０ ４０２ 

凡例 ①手術実施済：旧法に基づかない，ケース記録，相談記録，判定記録，保険や手当の申請書等に，

手術実施済である旨記載があったもの。 

（旧法に基づく優生手術の実施について証明できるものではない。） 

     ②優生手術適：旧法に基づかない，判定書，優生手術依頼書，優生手術の適否決定通知書等に，優

生手術が適と認められる旨記載があったもの。 

（旧法に基づく優生保護審査会の適否判定について証明できるものではない。） 

③優生手術相談等：旧法に基づかない，ケース記録，相談記録，メモ，判定記録等に，本人やその

家族等から聞き取った，優生手術等に関する相談等の記載があったもの。 

（①，②については確認できない（重複しない）。） 

④未実施等 ：旧法に基づかない，ケース記録，相談記録，判定記録等に，優生手術は実施してい

ない旨の記載があったもの。または優生手術の項目欄があるが，記載がないもの。 

 


